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自立支援・介護予防・重度化防止及び介護給付の適正化に係る目標と取組の評価 

自己評価結果：◎…達成できた、○…概ね達成できた、△…達成はやや不十分、×…達成できなかった 

第８期介護保険事業計画の背景及び計画の記載内容等 令和３年度（年度末実績） 

テーマ 

(キーワード) 
現状と課題 

第８期における 

具体的な取組 

目標 

（事業内容、指標等） 
目標の評価方法 実施内容 

自己評価 

結果 
自己評価内容 課題と対応策 

自立支援・介護予防・重度化防止 

通いの場への

支援 

・平成27年度から住民主体による

介護予防活動支援としてシニア

健康応援隊（介護予防リーダ

ー）養成を開始した。現在、養

成講座を修了したボランティア

が担い手として区内10か所で

「めぐろ手ぬぐい体操」等に取

り組む介護予防活動を展開して

いる。 

・新型コロナウイルス感染症の流

行により、外出機会や人との交

流が減る等の状況の中で、閉じ

こもりや身体・認知機能の低下

など、高齢者の健康への影響が

懸念されている。 

・シニア健康応援隊の育

成・活動支援 

・リハビリテーション専

門職による住民主体の

介護予防活動への支援 

・シニア健康応援隊養成講座

実施数：毎年度1回/年 

・養成講座修了者累積数 

（R2）  (R3)   (R4)   (R5) 

156人 170人  185人  200人 

・めぐろ手ぬぐい体操活動拠

点への参加者延べ人数 

（R2）  (R3)  (R4) (R5) 

500人 6800人 6900人 7000 

※R2は実績値、R3以降は目標

値   

・目標値との数的比較 

・介護予防に資する通いの

場の拡大状況 

・支援する関係機関専門職

の連携状況等 

・「シニア健康応援隊」

（介護予防リーダー）の

育成（第８期生） 

：１回実施 

・養成講座修了者累積数 

：163人 

・めぐろ手ぬぐい体操活動

拠点への参加者延べ人数 

：1,900人 

○ 

新型コロナウイルス感染症拡

大防止対策のため、年度の前半

は事業の中止やシニア健康応援

隊活動を自粛していた。緊急事

態宣言終了後から徐々に通いの

場が再開し、感染対策をふまえ

た地域の通いの場の支援に重点

を置いた事業を実施した。 

＜課題＞ 

・ボランティアや担い手の不足と新

型コロナウイルス感染症対策をふ

まえながら通いの場をいかに拡大

するかが課題。 

＜対応策＞ 

・今後も感染対策をふまえた対面に

よる事業を実施するとともにオン

ラインによる交流や通いの場支援

についても検討する。 

地域ケア会議

の充実 

・地域ケア個別会議がオンライン

開催となり、対面とは異なる議

論の難しさがあるので、進行役

のスキルアップが必要となって

いる。 

・地域ケア個別会議で把握した地

域課題を、地域ケア推進会議に

おいて資源開発や施策形成につ

なげていくことが求められてい

る。 

・地域に共通する課題の

抽出や有効な支援策の

検討へつなげていく体

制整備 

・多職種連携による地域

包括ケアシステムの推

進 

・地域ケア個別会議の開催回

数：12回 

・地域ケア推進会議の開催回

数：1～2回 

・会議の開催回数 

・地域課題へと結びつく地

域ケア会議の開催 

・地域課題の解決に向けた

資源開発や政策形成へと

つなげる地域ケア推進会

議の開催 

・地域ケア個別会議 

  ：12回開催 

・地域ケア推進会議 

 ：１回開催 

○ 

地域ケア個別会議の定期的な

開催のため、主催の地域包括支

援センターと検討委員との調整

を区が行う形で、オンライン開

催で実施した。 

令和２年度以来、２回目の地

域ケア推進会議を開催した。 

＜課題＞ 

・地域ケア個別会議の目的が個々の

事例検討になり、地域包括ケアシ

ステムの推進に役立てていく全体

像を関係者が認識し、取り組む必

要がある。 

＜対応策＞ 

・アドバイザー研修の受講者が中心

となり、参加者がそれぞれの役割

や会議の目的や効果を意識できる

ような方法を検討する。地域ケア

個別会議後にモニタリングや、検

討委員への情報共有を実施し、会

議の効果を様々な角度から確認す

るプロセスを明確にしていく。 

ケアマネジメ

ントの質の向

上 

・介護支援専門員は、中立・公平

性を維持しながら、基本プロセ

スを確実に実施し、利用者の自

立支援に資する適切なケアマネ

ジメントを提供する必要があ

る。このためには、介護支援専

門員の更なる資質の向上を図

り、専門性を確立していく必要

がある。 

・区独自のアセスメント

シートの作成、活用 

・区独自のアセスメントシー

トをケアマネジメントの現

場で活用する。 

・年１～２回、地域包括支

援センターとの意見交換

会 

・地域包括支援センター職

員に対して配付するマニ

ュアルにアセスメントシ

ートの特徴や記入上の留

意点等の内容を盛り込

み、活用を促した。 

また、アセスメントシー

トを活用することによ

り、利用者の気持ちに沿

った具体的な目標設定を

行った。 

 

 

○ 

アセスメントシートを活用す

ることにより、基本チェックリ

ストでは不足する情報等を補う

ことができる。 

＜課題＞ 

・利用者の自立支援により資するた

めに、アセスメントシートを今後

どのように運用すべきか検討する

必要がある。 

＜対応策＞ 

・地域包括支援センターの職員との

意見交換をすることにより、活用

方法の見直しや検討を行う。 
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第８期介護保険事業計画の背景及び計画の記載内容等 令和３年度（年度末実績） 

テーマ 

(キーワード) 
現状と課題 

第８期における 

具体的な取組 

目標 

（事業内容、指標等） 
目標の評価方法 実施内容 

自己評価 

結果 
自己評価内容 課題と対応策 

ケアマネジメ

ントの質の向

上 

・介護支援専門員は、中立・公平

性を維持しながら、基本プロセ

スを確実に実施し、利用者の自

立支援に資する適切なケアマネ

ジメントを提供する必要があ

る。このためには、介護支援専

門員の更なる資質の向上を図

り、専門性を確立していく必要

がある。 

・自立支援に資するケア

マネジメント研修の実

施 

・研修を継続することで、ケ

アマネジメントの全体的な

質の向上に努める。 

・研修参加者へのアンケー

ト実施 

・外部講師により、包括支

援センター職員を対象と

した研修を行った。 

○ 

地域包括支援センター職員が

マネジメントプロセスを理解す

るとともに、介護予防サービス

支援計画を的確に作成できるよ

うにすることを目的として、法

的根拠に基づく介護予防ケアマ

ネジメントをテーマとした研修

を行った。 

＜課題＞ 

・利用者の自立支援を適切に行うた

め、包括支援センター職員以外に

対しても介護予防・生活支援サー

ビス事業の内容や介護予防ケアマ

ネジメントについて周知する必要

がある。 

＜対応策＞ 

・研修の受講対象者を民間事業者に

拡大して行うことを検討する。 

ケアマネジメ

ントの質の向

上 

・介護支援専門員が、中立・公平

性を維持しながら、基本プロセ

スを確実に実施し、自立支援に

資する適切なケアマネジメント

を提供するためには、更なる資

質の向上を図り、専門性を確立

していく必要がある。 

・区が実務経験年数別の

介護支援専門員研修を

継続して行い、ケアマ

ネジメントの全体的な

質の向上に努めてい

く。 

・区が行う介護支援専門員の

研修では、グループ討議や

講演を効果的に組み合わせ

た実務経験年数別の研修を

継続し、ケアマネジメント

の全体的な質の向上に努め

ていく。 

・開催回数 

・受講者アンケートの実施 

・実務経験年数別に介護支

援専門員新任研修・現任

研修・主任研修を１回ず

つ実施した。 

○ 

研修実施回数としての数値目

標を達成した。 

受講者アンケートでは、「分

かりやすかった」「役に立っ

た」の割合がいずれの研修も９

割以上だった。 

一方で、新任研修は例年実施

しているグループ演習が新型コ

ロナウイルス感染症の感染拡大

防止のため実施できなかった。 

＜課題＞ 

・WEBによる研修で講演をメインと

した研修となり、グループ演習を

実施できていない。 

＜対応策＞ 

・グループ演習の実施方法について

引き続き検討していく。 

ケアマネジメ

ントの質の向

上 

・ケアマネジメント支援としてリ

ハビリテーション専門職派遣事

業を実施し、地域包括支援セン

ターや居宅介護支援事業所に周

知を行っているが、利用が少な

い。 

・リハビリテーション専

門職派遣によるケアマ

ネジメント等への個別

支援 

・ケアマネジャーへの周知及

び利用の促進 

・派遣回数及び支援により

ケアマネジメントの対象

者が自立した日常生活を

営むことができるように

支援することや、要介護

状態等となることの予

防、要介護状態の軽減、

悪化の防止につながった

か 

・地域リハビリテーション

活動支援事業実績：５件 
○ 

新型コロナウイルス感染症拡

大防止対策のため、年度の前半

は事業実施ができなかった。緊

急事態宣言終了後、外出の機会

が少なくなった高齢者のフレイ

ルが進行し生活機能低下関連の

相談が多くなり、ケアマネジメ

ント支援事業の申請が増えた。 

＜課題＞ 

・リハビリテーション専門職の視点

で生活機能（行為）改善に向けた

助言を行うアセスメント支援事業

がまだ知られていない。 

＜対応策＞ 

・有効性の見える化を行い、ケアマ

ネジャーへ活用を促進する。 

高齢者の社会

参加・就労支

援 

・新型コロナウイルス感染症の流

行により、外出機会や人との交

流が減る中、高齢者への健康へ

の影響が懸念される。高齢者の

社会参加や地域貢献を通じたい

きがいづくりを支援し、健康増

進や介護予防を図っていく必要

がある。 

・めぐろシニアいきいき

ポイント事業の実施 

・対象活動の拡大、活動内容

の充実 

活動場所 

 （R3） 14施設と4活動 

  （R4） 15施設と4活動 

  （R5） 16施設と4活動  

・新規サポーター登録の追加 

  （年２０人） 

・サポーターへのアンケー

トの実施 

・社会参加・地域貢献につ

なげられたか 

・活動内容の充実につなげ

れらたか 

・評価時期…年度末 

・研修・登録会（年２回を

予定）：中止 

・個別の登録説明：２回実

施 

・ステップアップ研修：中

止 

・１施設・１活動の追加 

○ 

新たな活動施設を1か所、活

動を１つ追加することができ

た。 

一方で、新型コロナウイルス

感染症の影響で研修・登録会が

中止となり、新規登録者は２名

であった。 

＜課題＞ 

・新型コロナウイルス感染症の感染

がまん延する中での新規登録者や

活動場所の拡充。 

＜対応策＞ 

・新型コロナウイルスの感染状況を

踏まえながら、サポーター登録研

修会の開催、既サポーターのスキ

ルアップ、施設における活動メニ

ューの検討、活動場所の拡大等、

今後も高齢者の社会参加を促すた

めに引き続き本事業の拡充につい

て取り組んでいく。 

 

 

 

 

 

 



- 11 - 

 

第８期介護保険事業計画の背景及び計画の記載内容等 令和３年度（年度末実績） 

テーマ 

(キーワード) 
現状と課題 

第８期における 

具体的な取組 

目標 

（事業内容、指標等） 
目標の評価方法 実施内容 

自己評価 

結果 
自己評価内容 課題と対応策 

生活支援（協

議体の整備） 

・第２層協議体はネットワークの

拡大、情報共有を進め、住民が

地域に関心を持ちつながりを生

み出せるような普及啓発、相談

窓口や集いの場などの社会資源

リストを作成し、多くの住民のも

とに情報が届くよう努めている。 

・第１層協議体については、地域

づくり支援員を第１層生活支援

コーディネーターとし、設置に

向けて取り組んでいく。 

・協議体の活動 

・第２層協議体による地域課

題の共有及び生活支援サー

ビスの創出 

・区全域を対象とした第１層

協議体の設置及び開催 

・各協議体及び定例会での

確認 

・年度当初に、第２層座長

会を開催し、令和３年度

の取り組みについて協議

を行った。その後、各第

２層協議体を開催し、情

報共有及び地域のつなが

りを強化する取り組み

（座談会の開催、地域だ

よりの発行等）を行っ

た。 

△ 

コロナ禍においても、オンラ

インを活用し、各第２層協議体

を開催し、情報共有や地域のつ

ながりを強化する取り組みを実

施することができた。 

＜課題＞ 

・第２層協議体の充実と第１層協議

体の設置・開催。 

＜対応策＞ 

・第２層協議体での情報共有を進め

るとともに、地域でのつながりを

生み出せるような取り組みを実施

していく。 

生活支援（生

活支援コーデ

ィネーター） 

・住民の持ち寄る情報と生活支援

コーディネーター自身が持つ地

域資源リストをリンクさせ、住

民が活用の幅を広げられるよう

コーディネートを行っている。 

 新たな担い手の養成、発掘につい

ては、コミュニティ・ソーシャル

ワーカーと一体的に進めていく。 

・生活支援コーディネー

ターの活動 

・協議体活動の支援・生活支

援サービスの提供体制整備

に向けたコーディネート 

・月１回開催する定例会で

の確認 

・第１層生活支援コーディ

ネーターと第２層生活支

援コーディネーターとの

定例会を開催した。 

△ 

関係機関との連携を行うほ

か、「みんなのささえあいレポ

ート」を発行するなど、支え合

い活動を進めることができた。 

＜課題＞ 

・コミュニティ・ソーシャルワーカ

ーとの連携が不可欠。 

＜対応策＞ 

・地域で把握した課題をコミュニテ

ィ・ソーシャルワーカーと共有

し、公的制度との関係を調整して

いく。 

介護給付の適正化 

要介護認定の

適正化 

・介護保険制度への信頼を高め、

持続可能な介護保険制度の構築

に資するため、介護給付を必要

とする受給者を適切に認定し、

受給者が真に必要とする過不足

のないサービスを事業者が適切

に提供することが必要である。 

・要介護認定における公

正・公平性の確保 

・公平・公正かつ適切な認定

調査を実施するために必要

な知識、技能を修得及び向

上させるため、調査員現任

研修を実施する。 

・各介護認定審査会における

審査判定の平準化を行う。 

・調査員現任研修の参加者

アンケートの実施 

・各審査会の判定結果変更

率の過年度比較等 

・認定調査員現任研修を動

画配信により実施した。

（受講人数 106名） 

・議長会の実施回数：１回

（１２月実施） 

・各審査会議長が集う介護

認定審査会議長会におい

て統計データを踏まえた

議論を行い、要介護認定

審査判定に係る見解の擦

り合わせを実施する。 

◎ 

コロナ禍であるが、多くの調

査員に受講してもらうため、動

画配信による研修を実施したと

ころ、受講人数が昨年度比

145％となり、大幅な増加とな

った。 

研修後アンケートについて、

研修内容に関する質問項目に関

しては、「良かった」との回答

が平均で98％を超えており、自

由意見欄でも「分かりやすかっ

た」という意見が多かった。 

判定結果を踏まえた統計デー

タの共有化を行うことにより、

要介護認定適正化に係る議論を

行うことが可能となった。 

＜課題＞ 

・認定調査員現任研修でのグループ

討議、模擬審査会の実施。 

・合議体の審査判定の標準化と委員

の認識の共有化に向けた引き続き

の取組。 

＜対応策＞ 

・認定調査員現任研修のオンライン

での開催を検討する。 

・議長会での業務分析データ等の活

用、委員理解への取組を行う。 

ケアプラン点

検 

・ケアプランがケアマネジメント

プロセスを踏まえ「自立支援」

に資する適切なものになってい

るかを、医療・福祉の専門家等

の第三者と保険者、介護支援専

門員（ケアマネジャー）が一緒

に確認することにより、サービ

ス提供の改善を図り、介護給付

の適正化につなげる必要があ

る。 

・主任介護支援専門員連

絡会と連携したケアプ

ラン点検の実施 

・東京都の「ガイドライン」

を活用したケアプラン点検

を実施し、介護支援専門員

が作成した居宅サービス計

画（ケアプラン）について

自立支援に資する適切なケ

アプランとなっているか介

護支援専門員に「気づき」

を促す。 

・点検事例数 

・参加者アンケートの実施 

・令和３年度は１回１事

例、年度内２回の実施を

予定していたが、新型コ

ロナウイルス感染症の感

染拡大防止のため１回１

事例のみ実施した。 

△ 

実施はしたものの、研修実施

回数としての数値目標を達成で

きなかった。 

少量のケアプラン点検によっ

て、給付月額の抑制効果を測る

ことは困難である。しかし、点

検者となっていない主任介護支

援専門員についても「目黒区の

主任介護支援専門員として要求

されるスキル」として捉えるよ

うになっており、主任のスキル

アップに良い影響が見込まれ

る。 

＜課題＞  

・点検を担当する主任介護支援専門

員が毎回変わるため、点検者の質

を一定に保つことが課題である。 

＜対策＞ 

・点検を担当する主任介護支援専門

員については、主任介護支援専門

員連絡会が中心となって、ガイド

ラインを理解するための研修等を

行い、スキルアップに努めてい

る。 
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第８期介護保険事業計画の背景及び計画の記載内容等 令和３年度（年度末実績） 

テーマ 

(キーワード) 
現状と課題 

第８期における 

具体的な取組 

目標 

（事業内容、指標等） 
目標の評価方法 実施内容 

自己評価 

結果 
自己評価内容 課題と対応策 

縦覧点検・医

療情報との突

合 

・適切なサービスの確保とその結

果としての費用の効率化を通じ

て、介護保険制度への信頼を高

め、持続可能な介護保険制度の

構築に資するため、介護保険給

付の適正化を図る必要がある。 

・縦覧点検・医療情報と

の突合の実施 

・現在実施している内容を点

検、評価し、更なる情報の

活用等によって、より精密

な内容の縦覧点検及び医療

情報との突合による医療と

介護の重複請求を是正す

る。 

・国民健康保険団体連合会

より送付されるデータの

内容確認 

・評価時期…毎月末 

・医療費との突合、不適切

なサービス実施等の点検

を行った。 

○ 継続的に毎月実施している。 

＜課題＞ 

・医療突合については、より多角的

な視点で給付の点検を行う必要が

ある。 

＜対応策＞ 

・適正化システムから抽出されるデ

ータと医療突合のデータの双方を

活用し、連携することで、点検の

精度を高める。 

住宅改修・福

祉用具 

・適切なサービスの確保とその結

果としての費用の効率化を通じ

て、介護保険制度への信頼を高

め、持続可能な介護保険制度の

構築に資するため、介護保険給

付の適正化を図る必要がある。 

・住宅改修・福祉用具の

点検 

・事業者やケアマネジャーが

制度の趣旨や手続き等を理

解できるよう促す。また、

受給者の状態に対応した適

切な住宅改修や受給者の身

体状況に応じた必要な福祉

用具の利用を促進する。 

・申請書類の二重確認によ

り適正な給付であること

を確認 

・評価時期…申請受付ごと 

・住宅改修は申請書及び写

真による点検を行った。

申請件数：661件 

・福祉用具購入は申請内容

の確認を行った。 

申請件数：955件 

（いずれも令和４年１月31

日時点） 

○ 

住宅改修は、事前申請書を充

分に点検のうえ不適正な改修を

是正し、改修後は報告書の写真

により審査した。 

福祉用具は利用者の身体状況

を確認し、購入理由を精査し、

適正な購入を確認した。 

＜課題＞ 

・事前申請時に現地調査が必要な場

合があるが、実地確認調査を行う

には人員体制が十分でない。 

＜対応策＞ 

・工事前の写真の撮影方法等の工夫

を指導するとともに、現地確認実

施体制を整えていく。 

介護給付費通

知 

・適切なサービスの確保とその結

果としての費用の効率化を通じ

て、介護保険制度への信頼を高

め、持続可能な介護保険制度の

構築に資するため、介護保険給

付の適正化を図る必要がある。 

・介護給付費通知の送付 

・介護給付費通知の意義、効

果を受給者、事業者に対し

て更に周知を徹底するとと

もに、より効果的な給付費

通知により給付適正化を目

指す。 

・通知発送対象者からの問

い合わせへの対応。 

・評価時期…通知発送後 

・年１回実施。 

10月・11月サービス実施

分を9,343人に送付。 

○ 
周知度が向上し、効果が得ら

れた。 

＜課題＞ 

・通知対象月の拡大、通知回数の増

加 

＜対応＞ 

・職員の事務処理負担を軽減化する

ため、令和４年度以降は業務委託

を行うことにより、事業を効果的

に実施する。 

給付実績の活

用 

・適切なサービスの確保とその結

果としての費用の効率化を通じ

て、介護保険制度への信頼を高

め、持続可能な介護保険制度の

構築に資するため、介護保険給

付の適正化を図る必要がある。 

・給付実績の活用による

適正化 

・国民健康保険団体連合会か

ら提供される給付実績情報

を活用し、事業者の介護報

酬の請求状況を確認するこ

とで、より適正なサービス

提供と介護費用の適正化、

事業者の指導育成を図る。 

・事業者のサービス提供状

況の確認 

・評価単位…ヒアリングシ

ート作成ごと 

・給付実績データと認定情

報データをもとに、介護

サービスの必要性等を確

認するヒアリングシート

を作成し、対象事業者へ

送付した（令和３年度中

は１回実施）。 

○ 

改善を要する可能性が高い介

護サービスの給付実績データを

中心に抽出を行い、その給付の

ケアプランを再確認するため、

ヒアリングシートを対象事業所

へ送付した。 

＜課題＞ 

・国民健康保険団体連合会から送付

される他の給付実績データについ

ても検証する必要がある。 

＜対応策＞ 

・介護保険適正化システムに取り込

んだデータを加工することによ

り、複数データを突合、抽出し、

内容の確認及びヒアリングシート

の送付を行う。 

指導監督 

・介護サービスの質の確保及び利

用者保護を図り、介護保険制度

の円滑な運営を確保するため、

介護サービス事業者に対して、

サービスの内容や介護給付等に

係る費用の請求等に関して、法

令や基準等に照らし、必要な助

言や指導等を行う。 

・近年では、虐待等の課題に対し

て、通報・苦情等のあった事業

所に時機を逸せず適切かつ厳正

な指導を行うことが求められて

いる。また、提供事業所の増加

により効果的かつ効率的な指導

検査手法の確立が必要。 

・事業者に対する指導・

監督 

・介護サービス事業者に対し

て、介護サービスの内容や

介護給付等に係る費用の請

求等に関して、法令や基準

等に照らし必要な調査を実

施し、事業者等に対して必

要な助言や指導等を実施

し、サービスの質の向上と

利用者の権利擁護に努め

る。また、ICTを活用した集

団指導を実施する。 

・実地指導の実施箇所数 

・集団指導の実施回数 

・評価時期…年度末 

・実地指導事業所数：14か

所 

・集団指導：２回(動画配

信） 

○ 

新型コロナウイルス感染症の

影響により、あらかじめ予定し

ていた実地指導を中止した場合

が多かったが、感染状況が落ち

着いている時期を見計らい実施

することができた。 

集団指導については、動画配

信により２サービスで実施し

た。事業所からのアンケートで

は、事業所内で時間を調整し従

業者全員が視聴することができ

るといった高評価が多かった。 

＜課題＞ 

・実地指導の件数は、新型コロナウ

イルス感染症の影響に左右される

ため、今後の見通しが不明。実地

によらない検査手法や事業所にお

ける滞在時間を短くする工夫が必

要。 

＜対応策＞ 

・自己点検票の活用により事業所自

らが法令等を遵守できる仕組みを

検討する。また、タブレット端末

を導入し、効率的な検査を行い、

検査時間を短縮していく。 

 


